
介護サービス 事業者の業務管理体制の整備の届出について 
 

１  趣 旨    

介護保険法の規定によ り 、介護サービス 事業者の不正行為を未然に防止する と と も に、利用者等の保

護と 介護事業運営の適正化を図る ため、事業者に対し 京都市等への業務管理体制整備に係る 届出が義務

付けら れていま す。  

 

２  内 容 

    事業規模に応じ た業務管理体制の整備に係る 届出等 

                 

 
介護サービス 事業者（ 法人）  

 届出先区分 届出先 届出様式  

(1)全ての事業所等が京都市

内のみに所在する 事業者 

京都市 

(介護ケア推進課) 

（ 京都市の）  

第１ 号様式 

 

 

 

 

 

 

 届 

 出 

    事業規模に応じ た  

  業務管理体制の整備 

 

  

  整備内容 

     事業所等数  (2)全ての事業所等が京都府

内のみに 所在する 事業者

（ (1)の事業者を除く 。）  
京都府 

京都府へご確

認く ださ い 
20未満 20以上 

100未満 

100以上 

①法令順守責

任者の選任 
○ ○ ○ 事業所等

が２ 以上

の都道府

県に所在

する 事業

者 

(3)事業所等が３

以上の地方厚生

局管轄区域に所

在する 事業者 

厚生労働省 

（ 国の）  

第1号様式 

 

 

②法令順守規

程の整備 
× ○ ○ 

③内部監査規 
  程の整備・

定期的実施 
× × ○ 

(4)上記以外の事

業者 

主たる 事務所

が所在する 都

道府県 

各 都 道 府 県

の様式 

     
        ※ 事業所等＝事業所又は施設  

 

３  届出方法（ 全ての事業所が京都市内に所在する 場合）   

  令和５ 年３ 月２ ８ 日から 届出方法が電子申請になり ま し た。  

  「 業務管理体制の整備に関する 届出シス テム」 （ 以下「 届出シス テム」 と いう 。 ） にロ グイ ンし 、 届

出を行ってく ださ い。  

※ 業務管理体制の整備に係る 届出は、 郵送等によ り 提出いただいており ま し たが、 今般、 行政手続

き の簡素化及び効率化の推進の観点から 厚生労働省において届出シス テムが構築さ れ、電子申請等

によ る 届出が可能になり ま し た。  

 

  詳細については、 次のホームページを御確認く ださ い。  

  

 

 

 

 

  

４  その他     

⑴ 届出に必要な「 事業者（ 法人） 番号」 は、 本市ホームページで御確認く ださ い（ 事業所番号と は異

なり ます。）。   

⑵ 届出先が京都府の場合は、 京都府ホームページ（ 業務管理体制の整備に関する 届出について） を御

覧く ださ い。  

   アド レス ： https://www .pref.k yoto.jp/ji gyousho/k -gyoum ukanr i ta isei .h tm l  

⑶ 本制度の詳細については、 以下の厚生労働省ホームページを御参照願いま す。  

      アド レス ： ht t ps: //www. mhl w. go. j p/t opi cs/kai go/servi ce/i ndex. html  

【 ホームページ【 その他】 介護サービス事業者の業務管理体制の整備について】  

アド レス ： https://www.city.k yoto.l g. jp/hokenfukushi/page/0000310208.h tm l 

（「 京都市」「 介護」「 業務管理体制」 でキーワ ード 検索ができ ま す。）  



※ 事業所等の数え方について  

   整備すべき 業務管理体制は、 介護サービス事業者が運営する 事業所又は施設（ 以下「 事業所等」 と

いう 。 ） の数によ り 異なり ますが、 事業所等を数える 際には以下の点について御注意願います。  

  

◇ 事業所等の数については、 その指定を受けたサービス種別ごと に１ 事業所と 数えま す。  

 （ 同一事業所番号であっても 、 サービス 種別が異なる 場合は異なる 事業所等と し て数えます。 ）  

◇ 例えば、 『 厚労園訪問看護ステーショ ン』 と いう 事業所が、 「 訪問看護」 「 介護予防訪問看護」 の

 指定を併せて受けている 場合は、 その事業所数は「 ２ 」 と 数えます。  

◇ その場合、 「 事業所名称」 欄への記載については、 名称等が同一の事業所等であっても 省略せずに

記載し てく ださ い。  

◇ 事業所等の数には、 介護予防及び介護予防支援事業所を含みま すが、 みなし 事業所は除いてく だ

さ い。  

 ◇ 総合事業の訪問型サービス・ 通所型サービスは、 事業所等の数から 除いてく ださ い。  

◇ その他、 事業所等の数え方に関連し て問い合わせの多い内容について掲載いたし ま すので、 参考

にし てく ださ い。  

質 問 回  答 

休止中の事業所等については含まれる か。  休止中の事業所等も 数に含める 。  

 事業所等の数に含めない「 みなし 事業所」 と  

は何をさ すのか。  

「 みなし 事業所」 と は、 病院等が行う 居宅サー 

ビス（ 居宅療養管理指導、 訪問看護、 訪問ﾘﾊﾋﾞ ﾘ 

ﾃー ｼｮﾝ、 通所ﾘﾊﾋﾞ ﾘﾃー ｼｮﾝ） について、 健康保険法 

によ る 保険医療機関又は保険薬局の指定があっ 

たと き 、 介護保険の指定があったと みなさ れて 

いる 事業所をさ すも のである 。 （ 介護保険法第71

条第1項、 第115条の11を参照）  

 法人Ａ が運営する 地域包括支援ｾﾝﾀー では介護 

予防支援業務の一部について、 法人Ｂ が運営す 

る 居宅介護支援事業所に委託し ている 。  

 こ の場合、 法人Ａ の事業所と し て委託先であ 

る 法人Ｂ が運営する 居宅介護支援事業所も カウ  

ント する 必要がある か。  

 ま た、 法人Bは当該居宅介護支援事業所につ 

いて、 介護予防支援業務の委託を受けている こ  

と をも って介護予防支援事業所と し てカウ ント  

する 必要がある のか。  

いずれの場合も カウ ント する 必要はない。  

 届出書に記載する 事業所の指定年月日は、 更 

新の有無にかかわら ず当初の指定年月日を記載 

する のか。 それと も 更新し ていれば更新年月日 

を記載する のか。  

 当初の指定年月日を記載する 。  

 


